
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
AI化が日本の産業界と雇用に与える影響の大きさと方

向性

Author(s) 奥和田, 久美

Citation 年次学術大会講演要旨集, 33: 169-172

Issue Date 2018-10-27

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/15666

Rights

本著作物は研究・イノベーション学会の許可のもとに

掲載するものです。This material is posted here

with permission of the Japan Society for Research

Policy and Innovation Management.

Description 一般講演要旨



― 169―

５

㻭㻵 䛜᪥ᮏ䛾⏘ᴗ⏺䛸㞠⏝䛻䛘䜛ᙳ㡪䛾䛝䛥䛸᪉ྥᛶ㻌

奥和田 先端 学技術大学 大学

．

現 点では多くの場合、「 化」という言 は、人 能関連技術の 用という い概念ではなく、

社会的変化を う大きな産業変化を き起こす要素の 徴として用いられているようである。一部では

すでに機械学 を中心とする 技術の導入が始まっており、限られた ではあるが システムも

機能し始めている。また、従来は 理できなかった状 をデータ化して ロック ェーンのような分

の 組 で自立 理しようという も、従来とは発想の異なる 価値あるいは通 理のもとで

済するビジネス も始まり、シェアリングエコノミーのような経済的価値観自体が異なるサービ

スも次々と生まれている 。 にあるのは、リアルタムに生まれつつあるデータを生かせるようにな

った情報インフラの であり、 前は生かすことができなかったビッグデータからもたらされる情報

価値である。これらに対して進展中の分野特化型の 技術が 導入され、あるいはより 用的な

技術に き えられ、それらが じて「 化」という言 で表現されているものと なされる。

今、起こりつつある社会の変化が、後の に、第 次産業 や というような言 で表

されるのかどうかには議論の 地もあるが、このような変化は 々に い で多くの産業分野に波及

し、いずれの業 の関係者も大なり小なり影響を受けることになることは明 である２ ３ 。今後の政策

定や企業 にはこれらを前提としておりこむ必要があり、少なくとも 数シ リ の とつ 上に

は大きく影響を受ける プションを考え るをえない。今、議論すべきは、どのような部分に、どのよ

うな影響が、いつごろ生じうるのか、また、どのようなルートで入ってくるのかということであろう。

個々人のレベルでは、将来的に自分の 事やタスクがどう変化するのかという点に大きな関心が寄せら

れており、一部ではそういった変化への 抗 も生まれ始めている。

ただし、影響は同 期に 一に生じるわけではなく、影響が早く大きく現れる産業分野もあれば、そ

れ ど大きくは じられない産業分野がありうる。また、いずれの産業においてもプラス効果もマイ

ス効果も想定しうるが、 的に見ればプラス効果がマイ ス効果を上回る産業分野、経済的にも労働

実 にもさ どの変化が現れない産業分野、といった差が生じうる。これに して、各産業分野の雇

用数や就業者の働き方の変化にも、 期的な差・ 度の差が生じることになる。

ここでは、大きな影響の生じる要因や変化ス ードの実 は、導入技術の 新性よりもむしろ、それ

ぞれの現在の状 に内在していることに する。な なら、影響の大きさとは、現状からの変化率の

大きさによって されるからである。したがって、その国の現在の状況と個々の産業の状 を見れば、

変化が大きく じられる業 はどこか、その 果、どういった人々に影響が出そうなのかを、おおよそ

は しうる。本稿では、 近の 務 計 国 果 成 年度国 における就業者

数と内 府国 経済計算 成 年度 による の数 を見ることで、日本の産業分野や雇用

者に起こりうる変化の大きさと方向性に関して大まかな考察を る。

の

日本の人 動 の変容、すなわ 日本の人 少と少 化・高 化にともなう労働力人 の 少傾向

は、国立社会保 ・人 題研究所が 新およ 計するデータを に多くの議論がなされ、すでに

分に されていると考えられる。地域的な人 変化と する 題の差異についても各 が しい

分 を えており、ここでは する。また、 下では産業分野別の就業者数を中心に議論を進めるが、

それは 規・非 規を めて雇用される での就業者が 割に する現在の日本の場合、就業者の数

によって比 的単 に影響を受ける人の を 定しうるからである。雇用される状 の就業者が多く、

しかも労働者の 動性が低いことは、 的に見ると たり前のことではなく、日本の特異性のゆえに

下のような 論が可能であると言える。なお、それぞれの産業分野の今後の市場 大あるいは 小に

よる就業者の需要増 については別の議論が必要と なし、ここでは 低限の考慮にとどめている。

の り しにもなるが、本稿で言う「 化」とは、 な での人 能関連技術の導入を

していない。それぞれの機械化・自動化・情報サービス化などが次第に い も弱い も めて、
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用型も特定用途特化型も めて 人 能関連技術と つき、 図の 無にかかわらず 化して

いくような動向を、将来的な可能性を めてかなり い で「 化」と なしている。また、機械化・

自動化・情報サービス化などが 分に進展していない分野については、そういった前 の変化も め

て「 化」と なしている。さらに、変化の じ方においては、「 き えられる」のか「 図的に

き える」のかによって は異なるはずであるが、ここではそれらを考慮に入れていない。

の の

経済規 の 小による極端な需要 を想定しない場合、一般的に労働力人 は 少・不足していくと

考えられており、それを補う主な として 非労働力人 の就労を して労働力人 を増やす、 移

や一 就労により 外人材を活用する、 化 自動化・機械化などの の を む により労働

力の必要 を 少させるなどの 策が提 されている。このう 、 と は就業数の補充方法である。

高 者に関しては、現 点でもすでに 人 度の 上人 が就労しているが、今後、定年

長や高 者 雇用が進むことにより、高年 の就業者はさらに増 していく。少 化の影響もあり、

就業者の年 分 全体が高年 化の方向へシフトする傾向は労働力人 よりも先 じており、実質

的には人員不足というよりも就業者分 の高年 化への対 に迫られている業 も多い。

日本の 業率は低い で 移しており、 の労働力人 の 差は 人にも たない。

性の数に 的な補充 テンシ ルがあるとすれば、主に非労働力人 から労働力人 へ移行部分とい

うことになる。 に働く や 気などの阻害要因を 同等と 定すれば、現 点で 人

度の テンシ ルが見 まれる。それよりも すべきは、産業別就業者分 の の大きな いで

あり、産業別就業機会という では大きな 差が存在する。このような りは、先進各国の例を見

れば 々に の方向に進むと考えられるもののが、 化の影響が自 発生的な を上回るス ード

で現れる特定の産業分野がありうる。 下の ではその点にも する。

非労働力人 のう 、高 者・ 性・ 害者などの雇用に関しては、長 間労働・ 体的 業などの

点で就業者の を考慮する必要性が高く、 れにしても との組 合わせで対 する必要があるだ

ろう。雇用者全体の高 化傾向に対しても の 策が必要になる。

の 外人材に関しては、現在の外国人在 者 人 日本人 は約 人で、このなかで、日

本で働く労働力としての外国人就業者は約 人とされている 内 は 業 、 業・小 業

、宿泊業・飲食サービス業 など 。日本で移 政策をとらない状況が継続する想定のもとでは、

一 的な外国人就業者には雇用の需 バランスをとるための が働く。 化が進むと 対的に 価な

労働力補充という 合いは次第に れるはずであり、したがって に影響を受けるのは一部の専門

技術者を除いた外国人就業者である可能性がある。 対的には、高度技能人材の受け入れや 学生を

む の必要人材育成が 進されることになっていくだろう。

の の

下に、 と就業者数の割合の関係から導かれる、日本の各産業分野における 化影響の大

きさの テンシ ルを、各分野の特徴も えて議論する。

の

日本の に対する第 次産業の割合は 年 上にわたって で 移している。就業者数

も全体の約 を めるにす ない。 ばに見られた日本の自営業者の大 少は、第 次産業

従事者 少に起因している。この分野に大規 投資が動く気配はなく、多少の 大は見 めたとしても

全体への大きな影響を及 すようになる状況は考えにくい。今後展開されるはずの 化 業や機械

化 業では多くの就業者を必要としないため、新規 入者による活性化が期待できるとしても就業数の

大傾向が生じることも考えにくい。したがって、日本では第 次産業は、 的には 化影響をさ

ど受けないと言える。

しかし、 的なイン クトはないものの、高 化する就業者の とともに い就業者や異業種人

材の は期待できる。個々の規 が小さい日本の 業・ 業・ 産業では、 外で見られるような大

規 事業型の機械化・自動化は していなかったが、食 自 率が低く、 外への食 存性が高い状

況が長く続いていることから、小規 に え かれるケースが と どであった。経営規 の 大は限

定的であり、この分野にグローバル企業が生まれることもなかった。 者を きつける 力の不足は、

従事者の高 化傾向を 長してきた。このような日本の第 次産業にとっては、小規 でも効果がある
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ロ ット 業や 利用の自動化による従事者 、第 次産業化による高収益化などが今後の期

待であり、特に第 次産業化はグローバル市場への の けにもなりえる。

の

日本の に対する第２次産業の現在の割合は約 である。 年間の内 移を ると、

業は 、 設業が 、 業が である。これを就業者比率と比 すると、 性の

業と 設業の就業者比率は 比率よりもかなり多く、 性の比率 度が に見える。すなわ 、

今後、第２次産業への 化の影響があるならば、主として 性の就業者数に現れることになる。

自由経済のもとでは、第２次産業における技術 新は競争力維持のための必 であり、近年では新興

国においてすら 金上 により、ロ ット導入など機械化・自動化が進められようとしており、さ

らにこれらへの 導入が始まろうとしているところである。すでに の 業的先進国においては、

労働集約型 業の 期は っているため、その では 業の雇用への影響は限定的であり、一

部ではこの事実を する保護主 も しているものの、 この点はかつての第 次産業 との大

きな いと言える。特に労働者所得が先進国 に する 期が早かった日本の 業は、国際市場価

や 変動を せ るをえない輸出産業を中心にフ クトリー ート ーション化 化 化がい

早く進 、 業の従事者は現状維持もしくは 少傾向が続いてきた。今や労働コストによる国際競

争力の大 低下の 期も ったと考えられる。ただし、経営 などそれ 外の要因もあって、政

府の見方によれば、日本の 業の雇用者数は、 化の影響があってもなくても 多少の一 的増

を ながら中長期的には 少傾向が続くと されている。一 的な増 については、 外からの労

働者による 、高 化人材の自 少や 雇用などによる が考えうる。就業者数 少が続く想定

のもとでは い 入者増 も見 めず、特に日本の 業では就業者の高 化傾向のス ードが非常に

早いため、この面からの必要性として 化のイン ンテ が高まっていくと考えられる。

そもそも、 業で に行われてきた、新 による性能向上や新プロ ス導入によるコストカッ

トといった、いわゆる「 」「改善」などに寄 する技術は、価 低 といった 者 リットや競

争力向上にはつながる一方で、市場規 の 大や雇用数の増 などの効果を 導するものではない。

のような動き 日本政府では と でいる によって、 業は次第に

インフラ産業に近 き、 や はこれらの動きを 速する要素であるとも言えるが、これらは市場支

配を 進する可能性はあるものの、国内の就業者数を大きく増 させることは考え い。今後の産業規

の 大は、運用サービスの やサービスを めたプラットフ ーム構築など、主に「第２次 第３

次」「第２次 第３次」型への移行で生じうると考えられるため、むしろその部分での 化が され

る。なお、もともと日本の第２次産業では、 的な での生産性の向上よりも、グローバル化や破壊

的技術に対 する経営力の向上にこそイノベーションが必要という見方もある。

一方、日本の 設業に関しては、主に国内市場の を事業対 としており、就業者数に比して 規

が小さい。また、労働需要の一 的増 が大きいため、一 的な労働者 が に行なわれている。

導入の 地はあるが、デジタル化の は遅く、 化影響はしばらくの間は限定的と考えられる。

の

日本の第３次産業は、 においても就業者数においても全体の 割 上を める。この事実だけで

も、産業の 化が日本の経済・社会に大きな影響を えるのは、主に第３次産業においてであると

言できる。 的に見ても、 の労働者の 割は第３次産業に就いており、これは日本社会に限ら

ない であり、第 次産業 が第 次産業 とは全く異なる重要な視点である。

日本の第３次産業では、個別の産業分野の と就業者数の割合にかなりの が られる。この点

については、 計上の大きな 題の とつとして、現在の 算出がサービス産業など無 価値の提

について に表現できていない可能性が られる。 算出の見直しは始まったばかりであるため、

現状では残念ながら 者の数 的比 から 定的に言えることは限られる。しかし、それでも大まかに

は、次のような議論が可能である。

まず、 ・小 業の 化は、 に対しても就業者数に対しても、さらには、 行動を変えると

いう市場性の においても、日本全体に対して大きな影響を及 すはずである。そもそもデジタル化

による社会的影響は、これまでの 市計画においても、 の 大においても実 できる。この

産業分野の変化は他分野への波及的影響力も大きく、特に 性の就業者の多い運輸・郵便の分野、

比率の高い不動産・金融・保険などの生活サービス分野などに波及し始めている。

就業者数とその 比 から、主に 性就業者に大きな影響が起きうる分野が医療・福祉である。た

だし、日本の場合は大きな政府支出により られている産業的には特殊な分野と言え、人 の高 化の
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進行によって需要増傾向が続き、その割にはデジタル化の遅れも許容されているため、他の産業分野よ

りは就業者数への影響は出にくいか、あっても緩慢であると考えられる。むしろ医療・介護関連人材が

不足する地域の多発が予想されており、政府や自治体の財政破綻が起きない限り、ここしばらくは

導入があったとしても、それらは人材不足や人員不足を補う要素、あるいは医療の高度化・福祉の充実

の要素として歓迎される可能性が高い。

運輸・郵便や飲食・宿泊のサービス分野は、就業者数が多い割には 比率が小さいと見積もられて

いる。しかし、観光など多くの他産業への波及効果を無視できず、 算出計算の見直しを待たねばな

らない分野である。それを考慮に入れないで議論すると、労働生産性に大きな改善が必要な労働集約型

のサービス分野であると言え、 導入効果はかなり端的に表われるはずである。また、他のサービス分

野に比べると、機械的な面で自動化技術導入が図られやすく、第２次産業の変化との共通点がありうる。

雇用者数は多くないが 比率の極めて大きな不動産・金融・保険などの生活サービス分野は、

全体の行方を左右しうるが、設備投資の制約要因が小さいため、短期間に 化効果の期待できる分野

である。先進各国だけでなく、近年では新興国や発展途上国において、デジタル化効果が重要生活イン

フラを構築に威力を発揮しており、それらへの 導入も間近である。一方、、日本のこれらの分野は長

らく、いわゆるホワイトカラーの典型的な労働集約型職種であり、また、情報化が早くから進められた

とはいえレガシーなカスタマイズシステムが残存しやすい土壌にある。しかし、近年の低金利政策の継

続による収益性低下要因により、現在は一気に見直しを迫られているところである。また、就業者数は

多くないものの、高等教育を受けた人材に 化影響が出ることが特徴であり、教育や技術専門職など

のサービス分野の生産性向上のモデルになりうる分野である。

全般的に第３次産業ではサービス産業を中心に、従来は技術プッシュよりマーケットプル型のビジネ

ス構築が多いと考えられてきた が、 化は技術プッシュによってサービス産業全体を支配するインフ

ラ要因になりつつあり、ビジネス構築の前提概念も変えていく必要がある。また、これまでの日本の第

３次産業には、国内市場に特化したビジネス中心でも成り立ってきたという特殊事情があった。ところ

が、情報のクラウド化が進むなか、第３次産業を営む企業にとってのデジタル化は差別化要因というよ

りも規定インフラになりつつあり、グローバルスタンダードの波が日本にも押し寄せてきている。デジ

タルシステムの 化移行に対し、今後は日本だけ外れうるような理由を考えにくい。これらのことか

ら、規制などの制限が見直されるならば、医療など一部の産業分野を除いて、日本市場の特殊事情は導

入阻害要因としては矮小化していき、多少の日本向けカスタマイズがありうるとしても、中長期的には

先行する諸外国の動きがやや遅れて日本の第３次産業全般に展開されるものと考えてよいだろう。

５．今後の検討課題

本稿では、主に就業者数と の割合から、非常にラフではあるが、 化の影響の大きさについて議

論した。将来的影響を考えるうえで、残る大きな検討課題は、それぞれの変化が「いつごろ、やってく

るのか？」ということであろう。筆者は、この点についても現状に内在する可能性があり、おそらくは

個々組織の財務体質を見れば自ずと導きだされるはずであると考えている。歴史上の多くの文明崩壊と

同じく、一見すると環境変動・異質な価値観・破壊的技術などによって崩壊したように見える組織崩壊

は、それらに対抗できなくなっている組織の弱体化が真の要因と言えるからである。特に企業という組

織においては、 化のような変化を先導して競争力を維持もしくは高められる可能性がある一方で、

個々の経済的な事情によっては、単にグローバルスタンダードを受け入れることだけに終始する状況に

陥るか、それさえも不可能なまま急速に衰退するといった状況を迎える可能性もあり、同じ産業分野で

も組織間の差が短期間に際立つことがありうる。
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